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自主防災組織の組織率
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2 地震保険加入率
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総合５か年計画（しあわせ信州創造プラン2.0）

８つの重点目標

課・室

事業番号 01 02 02 事業改善シート （令和元年度実施事業分）

事　業　名 地域防災力充実事業
部局 危機管理部

実施期間 S38

危機管理防災課

【長野県総合防災訓練事業】
・東日本大震災、令和元年東日本台風等の災害を踏まえ、より多
くの県民が防災や減災に関する意識を高めることが必要。

・大規模災害を想定した実働型の訓練を実施することによ
り、災害時に即応できる体制の確立を目指す。

成果指標
設定理由

地域防災力の充実度を促進する指標として適切と判断したため。

合計（A) 5,539

総合的に展開する
重点政策

4-1 県土の強靭化

3,500

H29年度

3,000

事業の現状
・目指す姿
(予算編成時)

【現　　状】
・平成30年７月豪雨災害等の被災地では、避難勧告等が発令されても避難行動につながらず、人的被害が発生し
たことが問題視されている。
・災害に備え、地域における「共助により命を守る仕組みづくり」を推進するため、さらに自主防災組織を活性
化していく必要がある。
【目指す姿】
・自助、共助、公助を組み合わせた「いのちを守り育む県づくり」の推進のため、防災意識の向上（自助）や地
域の支え合いの強化（共助）などの支援策を実施
・平時からの備えや訓練を通じた防災意識の向上
【実施内容】
・自主防災組織リーダー研修会
・長野県総合防災訓練
・「いのちを守る」防災向上プログラム開発事業

区分（単位：千円） H30年度 R１年度

No 成果指標

1

長野県総合防災訓練参加
者数

【自主防災組織リーダー研修会】
・専門的な内容を希望する受講者が増えてきていることから、研
修会の内容について検討が必要。

・自然災害が増えている中で、実災害を基にした内容を充
実し、自主防災組織のリーダーの育成を通じて地域防災力
を高めていく。

【地震保険・共済加入促進負担金】
・災害発生後の生活再建の自助による備えとして、地震保険・共
済に加入する必要があるが、加入状況が低調。

・地震保険・共済団体と協調し、加入促進に向けたキャン
ペーン等を実施していく。

21.9%

93.7%

25.0%

95.0%

達成状況
の分析

【自主防災組織リーダー研修会開催事業】
　自主防災組織組織リーダー研修会を開催し、自主防災組織の活性化には寄与したが、目標値には至らなかった。
【地震保険加入率】
　県民の地震保険・共済への加入促進に資するため、加入促進に係る広告掲載を実施したが、目標値には至らなかった。
【長野県総合防災訓練事業】
　10月実施を予定していたが、令和元年東日本台風の影響により中止となった。

主な取組

今後、事業
をどのよう
にしていき
たいか

課　　題　　等 今後の方向性

5 5

10,0805,739

職員数（人）

うち一般財源 5,039 14,004

地震保険・共済加入促進広告

✓ 自主防災組織リーダー研修会の開催

・県内３ヶ所（塩尻・伊那・長野）で開催

・地域で独立して活動している自主防災組織アドバイザー等が講習会を通じ、

課題の共有化や解決策を模索するとともに、実技知識を取得

✓ 地震保険・共済への加入促進

・神城断層地震(11月)及び長野県北部地震(3月)の発災日に合わせて、

加入促進に係る広告掲載を実施
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細事業
No.

No.

1

実施
方法

細事業を構成する主な取組

自主防災組織リーダー研
修会開催経費

直接

□当初要求　□当初予算案　□補正予算案　　■点検

細事業名

事業番号 01 02 02 細事業一覧 （令和元年度実施事業分）

1
39 25

千円

Ｈ30年度
決　算

Ｒ１年度
決　算

千円
自主防災組織リーダー研修会開催事業

危機管理部 課・室 危機管理防災課

細事業
No.

部局事　業　名 地域防災力充実事業

令和元年度　実施内容（実績）

自主防災組織リーター研修会を県内３ヶ所で開催し、自主防災組織の
活性化に寄与した。
【9/6塩尻会場(58名) 9/14伊那会場(108名) 10/10長野会場(82名)】

2
2,668 458

千円 千円
長野県総合防災訓練事業

No. 細事業を構成する主な取組
実施
方法

令和元年度　実施内容（実績）

1 県総合防災訓練の実施 直接
令和元年度は10/20(日)に長野市での開催を予定していたが、令和元
年東日本台風災害の発生により中止となった。

3
千円

細事業
No.

No. 細事業を構成する主な取組
実施
方法

令和元年度　実施内容（実績）

1 プログラム作成委託 委託

－ 6,847
千円

Ｈ30年度 Ｒ１年度
決　算 決　算

細事業名

「いのちを守る」防災力向上プログラム開発事業

細事業
No.

4
－ 126

千円 千円

No. 細事業を構成する主な取組
実施
方法

令和元年度　実施内容（実績）

1

地区の避難行動要配慮者が安全に避難できるための「災害時住民支え
合いマップ」の作成を支援するなど、「学び」と「自治」で進める地
域防災力の充実を推進するための防災力向上プログラムを作成した。

Ｈ30年度 Ｒ１年度
決　算 決　算

細事業名

細事業名
Ｈ30年度 Ｒ１年度
決　算 決　算

災害対応用石油製品備蓄促進事業

災害対応用石油製品備蓄
費

負担
金

災害時の住民向け燃料確保のため、非常用電源を備えた「住民拠点
SS」に、常時、燃料を備蓄するための管理費を負担した。
【住民拠点SSへの一定量の備蓄　52箇所】

細事業
No.

細事業名
Ｈ30年度 Ｒ１年度
決　算 決　算

5 防災指導員配置事業
2,440 2,378

千円 千円

No. 細事業を構成する主な取組
実施
方法

令和元年度　実施内容（実績）

1
一般県民向け出前講座等
の実施

直接
令和元年度は、地域の防災力の向上を図るため、出前講座を県内で58
回開催し、約2,600名が受講。（令和元年東日本台風災害の影響によ
り、例年より開催回数が半減）

細事業
No.

細事業名
Ｈ30年度 Ｒ１年度
決　算 決　算

6 その他
592 246

千円 千円

No. 細事業を構成する主な取組
実施
方法

令和元年度　実施内容（実績）

1
地震保険・共済加入促進
負担金

負担
金

県民の地震保険・共済への加入促進に資するため、協議会を組織して
おり、11月22日（神城断層地震発災日）及び３月12日（長野県北部地
震発災日）に加入促進に係る広告掲載を実施するなど協議会活動経費
の一部を負担した。
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